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臨床研修制度のあり方等に関する検討会 

（ 第１回検討会における主な意見（未定稿）） 

 

 

○新臨床研修制度が地域の医師不足を招いたと言われていることに、信憑性があるかどうかと

いうことを疑わざるを得ない。千葉県のように、一生懸命やれば若いお医者さんは集まる。

実際に、地域でも新臨床研修制度がいい具合に動いている。すぐれた指導医とか研修体制が

あればそこに人が集まる。(大熊委員）  

○どのような専門分野の先生が、どこにどれぐらい足りないかというデータが示されなければ、

医師が足りないかどうかはわからない。幅広い臨床能力を持つ、経験症例数を増やそうとい

う新臨床研修制度自体の最大の目的は、達成しつつある。新臨床研修制度を、医師不足の最

大の原因ととらえるのは、まだデータ不足ではないか。研修医が少なくなった大学はあるが、

大学で優れた臨床研修病院を参考にして追いつこうとしたところがあるのかを知りたい。（福

井委員） 

○大学のミッションは卒前教育、卒後教育、診療、研究で、卒後研修は大学にとっては４分の

１の意味しかない。臨床研修病院は、診療と研修の２つがミッションなので、おそらくクオ

リティーがよくなる。また、病院や大学病院はわずかな数の医療者でやっていかなくてはな

らない。これらを構造的な問題ととらえて、そこにメスを入れるということをぜひ考えてい

ただきたい。表面的に医師不足イコール研修制度というレベルの話ではない。（福井委員） 

○臨床研修制度が始まる時から、これを実行すれば日本の地域医療は崩壊するだろう、田舎か

ら医者がいなくなるだろう、科の偏在も起きるだろうと言っていた。全身状態が診れないよ

うなものが診れるようになったとか、そういういい点はあった。この委員会でどのように臨

床研修制度を変えたらいいのかというスタンスでやったほうがいい。（嘉山委員） 

○医師を養成するということについては質と数の問題もあり、地域医療での医師不足という問



題はあるが、これらは個別の問題として、この委員会では、枠組みをどのようにつくってい

くのかということを根本的に考えておかないと、これからの医療供給はうまくいかない。こ

の委員会で文科省と厚労省とが合同して、連携しながら検討できたらよい。(能勢委員） 

○制度改革は、研修医あるいは指導医側の理解も重要だが、国民の共感や理解がないと進んで

いけない。どのような医師を国民が望んでいるのかというのが、非常に重要なこと。もう一

つ重要なのが、どのような医療体制を国民の方が今望んでいるのか。オン・ザ・ジョブのト

レーニングの中で、地域を巻き込んだ部分を大学、大きな研修病院も含めて考えてなければ、

国民の理解や共感が得られない。(永井委員） 

○毎年、医師総員は少しずつ増えてきたのに、ここ数年の間に、医療崩壊というのが社会問題

化した。この間に変わった制度は、臨床研修制度以外にない。研修医は各診療科のマンパワ

ーにはなっていない。約１万５,０００名から１万６,０００名の医師が突然消えたというの

と同じ状況になっている。全国医学部長病院長会議のデータによれば、人口５０万人未満の

小さな都市しかない都道府県では研修医が大学に３０％しか残っていないので、大学の医師

派遣機能の大幅な低下を招いて、今の地域医療の崩壊を招いている。数カ月あるいは１年で

潰れていくような病院が、地方にはたくさんある。(小川彰委員） 

○医療崩壊の原因を臨床研修との関係から見ると、影響は若干あったと思うが、これが大きな

要因だとは思っていない。この研修制度が始まる前から北海道では、特に産婦人科の集約化

などが始まっていた。専門教育を受けた先生方が地方に行きたがらない。逆にこの研修制度

がなければ、医療崩壊は今以上にあったかもしれない。（西澤委員） 

○質の高いよい医師を育成する、研修の質を高めるということと、医師の偏在の是正とは、２

つの別の課題。研修制度の部分だけの見直しだけでは足りない。この際、卒前・卒後の一貫

した医師養成システムの構築を考えるのは非常にいいこと。しかし、これは中長期的な目標

である。すぐに偏在や不足を是正するためには、学生の数と病院の募集数を近づける、地域

枠を設定する、研修医の処遇に上限を設ける、例えば全国平均の１.５倍以上の研修病院には

補助金を出さなければ、本質的な研修プログラムの面で、各病院が競争して質の高い研修を



できるようになる。（斉藤委員） 

○プライマリ・ケアは２年ではできず、４、５年かかる。プライマリ・ケアと専門医療の両方

のバランスがないといけない。初期臨床研修と後期の臨床研修の一貫性がないといけない。

大学の機能を生かしつつ、研修制度をつくらなければならない。大学の機能を生かしつつ、

基幹病院と連携したプログラムをつくることは当然できる。（吉村委員） 

○昔、患者さんは内科、小児科を受診していたが、今は患者さんが小児科医を求めるため、医

師不足が相対的に起こっている。地域には、相当レベルの高いお医者さんでないと行けない。

自分の生活の問題もあって、なかなか行けないという状況がある。医師を養成する側と、医

療の体制をつくる側とが、一緒になってどのようにしていけばいいかということを考え、地

方にある大学、都会にある大学といろいろな形で進めていくのがよく、枠組みも新しい概念

でやらないといけない。（能勢委員） 

○目的は国民、社会の理解をいかに得るかということであり、そのためには、国民に社会を理

解させるために客観性のある、国際的に通用するデータを提示して、現状を知らせることに

よって現場の意見も的確に伝え、そして社会、国民がいかに判定するかということが肝要。

医師不足の問題は、ＯＥＣＤのデータで人口に対する医師数が３０カ国中２６～２７位。高

等教育の予算は、３０カ国中２９位。医療費は３０カ国中２１～２２位。専門別の医師数分

布は、厚労省にデータがある。この臨床研修医制度ができて、東京、京都、大阪、福岡など

主要重点都市の研修医の数は、減っているという事実がある。そういうデータを次の会に事

務局で用意すべき。（小川座長代理） 

○研修医のアンケートでは、研修病院のほうが評価が高い。大学病院は、教育、研究、診療の

４つのうちの１つ。研修病院は、マンツーマンで、オン・ザ・ジョブのトレーニングで指導

している。特定の研修病院は非常に高い給料を出す。中小病院があまり手術や救急をやらな

いため、大学病院に患者さんが殺到している。それで臨床はますます忙しくなって、研修医

に手がなかなか回せない。この問題は、日本の医学教育、医療提供体制すべてにかかわる問

題。（高久座長） 


